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This paper aims to survey some characteristics of the Joint Consultation 
System(JCS) in Japan. The following four characteristics are depicted. First, the 
dependence for the JCS is very high because of the organizational quality. Secondly, 
the facilities of the JCS has developed substitutable ones instead of the formal labor 
unions after the World War II. Thirdly, the JCS in Japan is not based on the legal 
restrictions, but the mutual trust relationship between employers and workers. 
Fourthly, the JCS and the collective bargaining which are basically heterogeneous are 
closely related in their applications among Japanese corporations. 
 
 
１ はじめに 
 
わが国における労使協議制は、生産性向上や労働者の経営参加などを主要な目的とし、
平和的かつ協力的にそれらを実現するための一手段としてかなりの普及をここ数十年にわ
たってみせている。労働者の労使コミュニケーション調査（H7年度版）によれば、労働組
合が存在する企業で、労使協議機関を設置している事業所は、80.7%、規模別にみると、
5,000 人以上の企業で 72.4%、100 人以下の規模の企業においても 49.0%と、普及率は高
い。この点において、労使協議制は憲法で認められた争議権に裏打ちされた対立性を基調
とする団体交渉とは好対照である。わが国における労使協議制の理念として、労使協調が
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その基本となり、労使双方が信頼関係を維持、拡大する事が謳われている。企業の繁栄の
ために労使が協力し、労使協議における付議事項は労働条件や福利厚生、安全衛生等の施
策のみならず、経営計画や経営革新に関する事項も取り上げられ、その分化ならびに専門
化の程度は拡大している。 
しかしながら、全く逆に、労使協議制は「まやかし」であると主張する一部の論者が存
在することもまた事実であり、見過ごす事はできない。すなわち、その主旨は、団体交渉
と労使協議制とを機械的かつ形式的に切断し、一方では団体交渉事項を労働条件に関する
事項に限定し、憲法上の争議権の行為を縮小させ、団体交渉を「労使協力」の場に堕落さ
せようとするものである。そして、他方では、生産事項に関しては、生産に関する資料や
経理内容の労使協議制の場での「提示」という見せかけの譲歩に基づく「意思疎通」によ
って、労働者や労働組合を企業の中に閉じ込めようとしており、あくまでも労使協議制で
はなく、労使関係は団体交渉へと一元化すべきであるとの主張である。 
以上のような労使協議制に対する相反する基本的な理解、日本の労使協議の歴史的な変
遷と現状、西欧諸国、特にイギリス、ドイツとの比較等の理解を踏まえ、労使協議制の日
本的特質を把握することを試みる。筆者は、労使協議制の日本的特質を、①性格的特質、
②歴史的特質、③制度的特質、④運用上の特質、と大別し、その特質を論じることを、こ
の論文の目的とする。 
 
 
２ 性格的特質 
 
性格的特質：欧米と比較して、種々の労使関係制度の中で、労使協議制
に対する依存性が高い。それは日本の企業組織が、一般的に「所属型」
という組織特性を持ち、そのために労使協議制の受容性がとりわけ団体
交渉に比べて高くなるからである。 
 
労使関係の諸制度と組織特性との間には密接な関係が存在することがうかがわれ、その
関係によって日本における労使協議制の一つの特質が浮かび上がってくると考えられる。 
三戸 公氏は、組織の日本型モデル・欧米型モデルとして対比して把握するにたるだけ
の日本と欧米の組織の違いを生ぜしめている基礎要因を、組織構成員が組織に参加してい
る様式の差に求めている。そして、組織への個人の参加様式、組織と個人との関係の基本
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的なタイプとして、契約と所属を考え、諸個人が契約に基づいて組織を形成し、組織を存
立せしめていれば、契約型組織となり、個人が組織に所属するという形で参加していれば、
その組織は所属型組織と特徴づけられるとしている。 
日本の企業における労使関係は、契約的側面を持つと同時に、より以上に所属的性格を
頑固に持ち、欧米企業の労使関係は、所属的性格を持ってはいるが、圧倒的に契約に基づ
いて形成されていると主張されている(1)。 
組織は特定の目的を遂行するための二人以上の人間の意識的に調整された諸活動の体系
であり、必ず明文化され、明示された意思伝達の体系が作り上げられている。その体系は、
すなわち、フォーマル・オーガニゼーションであり、同時に組織には必ず、インフォーマ
ル・オーガニゼーションが成立している。三戸氏によれば、このフォーマルならびにイン
フォーマル・オーガニゼーションのあり方が、契約型組織と所属型とでは明らかな違いを
持つ事を指摘されている。契約型組織では、フォーマル・オーガニゼーションがまず重要
であり、これが諸個人をつなぐ基本的なものとなり、職務遂行もこのフォーマル・オーガ
ニゼーションを通して情報伝達を受け、遂行される。インフォーマル・オーガニゼーショ
ンは、組織メンバーのモラールを左右する存在にしか過ぎない。 
一方、所属型組織では、特にインフォーマル・オーガニゼーションが極めて大きな意味
を持つ。全人格的に組織に参加する所属型組織においては、各個人の接触は全人格的な交
流となる。もちろん、フォーマル・オーガニゼーションによって各人は結合され、職務は
遂行されるが、インフォーマル・オーガニゼーションのネットワークによって得られた情
報が、フォーマル・オーガニゼーションにおいてなされる職務遂行が不可欠な情報源とな
る。 
会社内・組織内の人間関係は、職務上に限定された人間関係であり、他の喜怒哀楽を共
にする人間関係は、血縁・地縁あるいは精神的・趣味的な団体の中に求めるのが契約型組
織の参加者のあり方であるが、所属型組織では、組織は職務上の人間交流の場であると同
様に全人格的交流の場となる。 
所属型組織においては、受容者は組織に全人的に参加し、発令者と受令者との関係は単
なる職務上の関係を超えて全人格的な関係となり、契約関係のように、契約外の事だから
と言って命令を拒否する事はできず、どちらかと言えば、無限定的に命令に服従すること
になるのである(2)。 
次に、日本における経営組織の特質に関して、植村省三氏は、その著「日本的経営組織」
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の中で、日本的経営組織の特質について、次の 4 点を挙げ、検討を加えられている。すな
わち、①組織の集団的運営＝個人別専門化の不徹底、すなわち構成員の職務内容は弾力的
であり、個々人の職務範囲は、組織・集団内の状況に応じて絶えず伸縮している。②個人
の職務から遊離した権限・責任関係。すなわち、個人の職務内容は流動的であるため、権
限は集団として担われ、全員の共同責任となる。③人格的結合関係としての集団。すなわ
ち、集団内の人間の相互関係は、単なる職務関係を超えた人間生活全体にまで及んでいる。
④集団内の競争と協調に基づく組織活動。それは、集団それ自体の内部的結束の論理と、
集団外部に対しての集団防衛の論理である。 
ここで 3 番目の人的結合関係としての集団に着目してみる。植村氏は、日本的経営組織
の特徴は、「集団」というものを抜きにして論ずる事は出来ないとしている。そして伝統
的組織と管理の理論では、「集団」とは職場集団を意味し、それが何層にも積み重ねられ
た階層構造を成していると考えておられる。しかし、日本の経営組織における「集団」は、
上記の単なる機能集団より以上のものである。すなわち、集団全体として一定範囲の職務
を担うような集団であるとしている。日本的集団は、それ自体として一定の職務を担って
いる人格的結合集団であることを意味し、ここに言う「人格的」というのは、集団内の人
間の相互関係が単なる職能関係を超えた人間生活全体に及んでいるという意味であるとい
う考え方を提示されている(3)。 
このようなことからわかる事は、組織内の個人と組織全体が密接に結びついており、常
に個人に組織全体への協力関係を基礎にした貢献が求められる。また、個人は組織と一体
化し、組織の中で主要な欲求を充足しようとするのである。 
白井泰四郎氏は、わが国の労使関係にとって、団体交渉はもともと異質的な制度であっ
たと述べられている。それは、労使関係における契約思想が育たなかったことに理由が存
在するとしている。わが国の社会は一般に「身分社会（status society）」であり、西欧流
の市民革命を経た「契約社会（contract society）」ではない。そして、特に労使関係の面
においては、対等の立場に立つ取引の関係ではなく、身分的な支配と従属の関係であり、
その秩序は使用者の権威と温情、労働者側の忠誠と奉仕という思想に支えられてきたもの
で、これがいわゆる経営家族主義と言われるものであったとしている。そのような背景に
おいて、労使は一つの企業という共同体の構成員として、上下の身分序列をもってものと
して結びつき、両者の関係はいわゆる労使一体感というイデオロギーが支配するものとな
った。そしてこのような労使の社会関係においては、団体交渉は西欧的な意味での集団的
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な取引関係という考え方では捉えられないものとなると主張される(4)。 
団体交渉そのものは、はじめから労使の対決を意味し、労使双方に緊張を孕むものとな
り、上記の労使一体化というイデオロギーが支配する企業に適合するものではないわけで
ある。所属型組織である日本企業においては、従業員の経営全般への関心は極めて強くな
り、組織内の個人に、組織全体への協力関係を基礎とした貢献が求められる。また、個人
と組織全体との一体化は強く、個人は組織の中で主要欲求を充足しようとするのである。
従って、本来団体交渉の対象であるとされる労働条件事項をはじめ生産的事項、人事的事
項や社会的事項についても、労使が協議を尽くして双方の合意形成を努める行動様式がと
られる。所属型組織のような組織特性を持つわが国の企業においては、労使協議制への依
存性が高くなり、団体交渉というプロセスに代って労使協議機関が協議や共同決定を中心
とした合意形成機関となる傾向が高いのである。 
 
 
３ 歴史的特性 
 
歴史的特性：労働組合、特に横断的な労働組合を、企業内へ侵入させる
事を極力抑制し、「協調主義」を掲げ、第一次大戦前後期においては、
工場委員会、そして第二次大戦後においては、法認された労働組合を個
別企業内に封じ込め、企業別組合として普及させ、経営協議会等の労使
協議機関を労働組合の代替機関とした。 
 
1880年代から日清戦争当時では、紡績や生糸などの軽工業中心に、工場制生産が拡大し
ていたが、工場や鉱山における労働環境は悲惨な状態であった。また、日清戦争後から重
工業の進展も見せるが、戦後のインフレーションなどの影響もあり、労働者の生活は困難
を極め多数のストライキが発生した。この時期に高野房太郎はアメリカから帰国し、「労
働組合期成会」を作り、彼の指導のもとに、鉄鋼組合、日鉄矯正会、活版工組合が組織さ
れたが、これらは熟練労働者の職種別労働組合の性格を持つものであった。階級闘争や社
会主義的闘争には反対の趣向を持ち、主として共済活動労働者の生活改善に活動の重点を
置いていたが、政府は 1900年に治安警察法を制定し、労働組合を抑圧した。 
日露戦争を契機とした重工業の拡大過程において、労働者の不足が大きな問題となり、
労働者の激しい流動が生じた。そのような状況を背景として、日露戦争以降重工業大経営
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においては、新しい生産技術に対応できる労働者を育成するために、既就業労働者の再訓
練、見習職人の養成の手段として公的職業教育施設や企業内養成施設を利用し、教育する
方式が採用されていった。このような技能養成に関して、教育費を経営側が負担する事に
よって労働者側への温情を示し、労働者の企業への帰属意識を強化させ、定着化を促進し
ようとした意図が存在したと考えられる。 
日露戦争後からストライキが頻発し、1907年にピークに達した。日露戦争後のそのよう
な労使関係の不安定化に対応して、重工業大経営において共済組合を中心とした企業内福
利施設を通じて、労働者の生活不安を緩和しようとした。換言すれば、それは自立意識を
持った労働者に対して相互扶助の観念を取り入れ、経営側の恩恵的な配慮を強調すること
によって、労働者の経営側への忠誠心を確保しようとするねらいを持っていたと考えられ
る。 
上記のように、技能養成における経営側の経済負担や、共済組合を中心とした労働者へ
の生活扶助等に代表される政策によって、経営側の労働者側への恩恵として施され、経営
側への忠誠心や企業意識を醸成しようとする目的が明確的であり、労使関係を一つの契約
関係として処理しようとする事を経営側が極力避けようとしていたことが窺われる。 
第一次大戦から直後にかけての時期は、わが国における本格的な労働運動の台頭の時期
を成している。そのような中で、1912年に鈴木文治により友愛会が組織された。友愛会は
設立当初は労働組合というよりも、共済組合とも言うべきものとして出発した。その後、
友愛会が最も重視したものは、第一次大戦を通じて増大しつつあった重工業労働者を「同
職組合」に組織化することであった。鈴木文治自らが、川崎造船所、三菱神戸造船所、神
戸製鋼所などを訪れ、鉄鋼組合の組織化を勧奨することもあった。 
しかしながら、友愛会がその労働組合化に関して、志向していたものが横断的な職業別
組合であっても、その実現のための有効な具体的手段が欠如していたことは否めないこと
である。また、そのような志向を持つ友愛会の職業別組合としての成長を妨げる要因とし
て、職業別組合への志向を強めた友愛会を危険視する経営者が増加し、種々様々な圧迫を
加え始めたことも指摘できる。 
1919年には、数多くの労働組合が誕生するが、重要な点は、そのような労働組合の中に
小石川労働会、帝国労働者組合、新進会、呉労働組合などのように職種にとらわれない同
一経営体の労働者を組織したいわゆる縦断的な企業別労働組合が数多く含まれていたこと
である。また、注目すべき点は、これらの縦断的企業別労働組合の中には、経営者側の支
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援を受けながら、職長層の手によって上からの組織化が進められたものが少なくなかった
ということである。 
経営者が、労働者の自主的かつ横断的な連帯組織の形成を極力抑制し、労働組合を一企
業内の組織に矮小化ならびに包摂していこうとする考え方が明白である。 
第一次大戦が終了し、産業界にはこれまでの主従の情誼に立脚する労務政策によっては、
労使関係を安定させることは困難であるという認識が広まっていた。1919年以降、政府は
第一次大戦を契機として生じた労使関係の不安定さに対しては、協調主義によってこれを
克服していこうとしていた。協調会を 1919 年に設立した渋沢栄一も、もはや従来からの
主従の情誼によっては、労使関係の安定は実現し得ないことを主張し、協調会がその安定
のため新しい理念と施策を推進すべきであることを強調した。 
協調主義とは、新しい理念として掲げたものであり、いわゆる工場委員会を通じて労使
の意思疎通をはかる事によって、協調の実をあげようとするものであった。名称はそれぞ
れ異なるが、工場委員会として 1919年 10月、東京砲兵工廠において職工代表評議会が設
立され、1920 年に入ると、八幡製鉄所には製鉄所懇談会が設置された。国鉄においては、
現業委員会、大阪砲兵工廠では、従業員懇談会、さらに呉海軍工廠には職工協議会が設置
されていった。政府内にも労働組合を容認しようとする動きがなかったわけではない。実
際に、政府は 1920 年に臨時産業調査会を設置し、労働組合法案の起草を求めているし、
さらに農商務省では労働運動の過激化を避けるには、労働組合法を制定し、労働運動にそ
の針路を指示することが急務である事を表明している。続いて、内務省も労働組合法案を
発表しているが、当時の原敬内閣においては、そのような労働組合法案を政治日程の上に
取り挙げる事さえしなかった。結果的には、既述のように、政府も重工業大経営も工場委
員会のような労使協議機関を労働組合の代替物として考えていた事は明白である。さらに、
1921年以降、関西地方を中心に生じた「団体交渉権」の獲得運動に対して、経営側は横断
的労働組合による団体交渉権の確認を頑強に拒否する態度を崩さなかった。そして、やは
り代替機関として工場委員会を導入することを主張した。結果として、1921年以降、2～3
年の間に工場委員会は急速に普及していった。しかしながら、工場委員会の普及にもかか
わらず、それはあくまでも労働組合の擬制的存在に過ぎず、1919年当時、友愛会の公開質
問状に対しても、協調会は労働組合による代表的契約の如きは、将来の理想ではあっても
わが国における現実の問題としては未だ軽々に論断できない事として、労働組合が労働条
件等の規制に関与する事に対しては、極めて消極的であった。既に、労働組合法を発表し
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ていた内務省でさえ、労働組合の存在意義に対する評価は、強調会以上の消極性しか示さ
ず、真意においては、労働組合を拒否する態度には変化はなかった。 
以上のことからも、あくまで経営側は、労働組合の企業内への侵入を防圧するための対
策として、工場委員会という一つの労使協議の萌芽的形態を構築し、利用したに過ぎず、
それはイギリスやドイツと比較した際に、明らかに労使協議に関する日本的特質として指
摘できる点であると考える。 
第二次大戦後の状況を概観すると、まず戦後アメリカ占領政策の下に労働三法が成立し
た。そして、労働者の間には急速に労働組合の組織化が進んだ。実際に、1946年の労働組
合の推定組織率は 41.5%、1949年には 55.8%にまで達し、いかに労働者の組織化が急速で
あったかを示している。地域別・産業別の労働者の組織化の例として、1946 年８月には、
戦前の右派および中間派の労働運動家によって日本労働組合総同盟（総同盟）、戦前の左
派系運動家によって全日本産業別労働組合会議（産別会議）が結成された。 
しかしながら、その後の占領政策の転換、特に左派系組合への圧迫と急速な経済復興の
過程で生じた企業間格差の増大、それに経営者の誘導とによって、横断的労働組合は十分
発達せず、縦断的な企業別組合が支配的な力をもつようになっていった(5)。 
法律上の労使対等の基本的条件は、上記の労働三法によって確立されたと言えるが、そ
の当時における経営側の最大の課題は、形式的な対等ではなく、敗戦後に見られた労働者
側に対する優位の労使関係を、対等から経営者優位の態勢に変えるという意味での経営権
の確立であったと言えよう。経営者側が権力の優位性を回復させるために、①労使関係の
縦断化、すなわち労働者の横断的な地域別・産業別の連帯を弱化し、企業別の労使関係を
強化すること、②各団体加盟企業から階級対立的意識の強い労働者を排除することにより、
協調的労使関係を作り、職場秩序を回復すること、③新しい労務管理体制を各企業に確立
させることにより、労働者を効果的に掌握し、経営の人的基盤を確立するなどの施策が実
際に採用されたのである。 
既述のように、第一次大戦前後においては、労働組合の企業内への侵入を防ぐ対策とし
て工場委員会という労使協議機関が構築され、さらに第二次大戦後の時期においては、労
働組合を個別企業内に封じ込め、職工一本化の企業別組合を普及させた。横断的労働組合
ではなく企業別組合とすることにより、交渉力を分散させることを経営側が意図したこと
は明白である。また、労使が企業に一体化した協調的労使関係を基本とした経営協議会等
の労使協議機関を確立していったのは第二次大戦後の大きな特徴であると言える。 
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４ 制度的特質 
 
制度的特質：日本における労使協議制は、法的規制を基本的前提として
いない。すなわち、労使間の相互の信頼関係をその重要な成立要件とし
ている。 
 
現行法制化の日本において、労使協議制全体を規制する法律規程は設けられていない。
労使協議制が労働者の地位向上や労使関係の安定に寄与している部分も多く、労使協議制
の下で労使間の協議に関して、法律的に団体交渉に該当させ、労働組合法が適用されるこ
ともあるが、それはあくまでも例外措置となる。 
労使協議制の目的、労使協議機関の委員の数、資格要件、選出方法、労使協議への付議
事項、労使協議の開催および進行手続き、諸費用の負担などは、日本の現行法制化では、
労働協約、就業規則、労使慣行等による定め方で決定されるのみである。 
三藤正氏は、労使協議制を成功的に成立させるために必要な条件として、次のような事
柄を挙げ、とりわけ労使の相互信頼の重要性を主張されている。労使の利害が相反するも
のであろうと、共通するものであるとを問わず、およそ労使間で発生する問題は、双方の
自由対等な立場での話し合いによって処理する事が、良い労使関係を継続的に作り上げて
いく上で最善の方法である事を労使双方が認識すること。また、労使は互いに良い労使関
係を作り上げるために、その間で発生する問題を処理する責任をわかつに足るものであり、
話し合いによってその処理をすることができる能力をもつものであることを相互に認めあ
うこと。すなわち、相互信頼は労使協議制の成功のための不可欠なかつ最大の要件の一つ
であるとしている。さらに、労使関係における二面性、すなわち対立の契機と協力の契機
の存在は、それが近代社会のサブ・システムである以上当然のことであるが、この事実に
目をおおわずにその調和を求める事、また強力・協議による相互理解を通して、とりわけ
労働者の自主的参加の重要性を説いている。 
労使協議制は、企業における全ての関係者の間に、真に平等な討論により、相互理解を
深め、その上での相互信頼と協力関係を作り出し、また生産および労働者の福祉と愉楽に
関する問題について、助言・情報および示唆を与える事によって、使用者を援助するとい
う不可欠な機能を持つ事にも言及されている(6)。 
既述のように、三藤氏も労使協議制における相互信頼・相互理解の重要性に着目されて
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いる事がわかる。労働法規やそれに基づく制度に関して、労使の見解が常に必ずしも一致
しているとは限らない。労使間において、それらの基本的な点について、議論の余地を常
に残したものであると言ってもよいであろう。法律の基本となる労働権に関する理念やそ
こから派生する争議権の考え方に関しても、それは固定的なものではなく、社会・経済的
背景から常に影響を受け、変化するものと考えざるを得ない。 
そこで必要となるものが労使間の信頼関係である。法律の解釈や運用上での問題や争い
が生じた場合でも、信頼関係に基づく労使関係により、その欠陥を正しあるいは補うこと
が可能になる。日本における労使協議制において、少なくとも理念のレベルで、労使間の
相互の信頼関係をいかに重要視しているかは、具体的に企業の労働協約を検討するかによ
っても窺われる。 
例えば、味の素（株）の労働協約前文を見ると、「味の素株式会社と味の素労働組合と
は、ひとりひとりの成長と企業の継続的発表を通して、企業を構成する全ての人の豊かで
実りのある人生と社会の繁栄に貢献するため、相互の信頼に基づいた労使関係を確立する。
（後略）」住友重機械工業（株）の労働協約第２条において、「会社と組合は、相互理解
に努め、信頼と協力の関係を確立し、建設的な話し合いによって、平和的合理的な問題解
決を図るよう努力する」となっている。さらに、中外製薬（株）の場合には、労働協約に
３項から成る労使関係の基本理念が謳われており、その中に「労使は、それぞれの自主性・
主体性を尊重するとともに、労使対立の原則に立って、相互の信頼関係に基づいた労使関
係の確立をはかる」と述べられている。 
その他の多くの企業においても、労使関係の基本理念として労使関係の相互信頼の醸成
が謳われ、その重要性を労使間で認識しようという姿勢が窺われる。このような労使間に
おける相互信頼の醸成によって、法的規制による労使協議制ではなく、あくまでも自主的
な経営への参加が進展していると考えられる。 
以上のように、わが国の労使協議制は、法的規制を前提としたものではない。その意味
から、潜在的には不安定な労使関係であると言えなくもない。しかしながら、労働争議を
回避し、労働者の労働条件等に対しても、労働者側からの一定の規制を可能にしていると
いう現実を直視すると、「労使相互の信頼関係」という労使関係を築く最も基本となるも
のによって、労使協議制が維持できるという点が大きな特徴として指摘する事ができる。
「労使相互の信頼関係」は、従業員の雇用保障と成果配分あるいは犠牲の分かち合いに対
する経営のコミットメント、さらに短期的利害を超えて企業の長期的存続や繁栄を自らの
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利害に関わる問題であると受け止め、行動する労働組合の対企業コミットメントが存在す
ることによって支えられている。 
また、企業内労使関係という枠組みの中で、上記のような雇用保障や成果配分あるいは
犠牲の分かち合いに対する経営のコミットメント等が存在することによって、各労働者の
モラールが高く、他律的規制の必要性が欧米に比較して低いことが、信頼関係を基本とし
た労使協議制の有効性を高めている大きな要因でもあり、一つの特質を形造っていると言
えるであろう。日本の現行法制下では、労使協議の目的、労使協議機関の委員の数、資格
要件、選出方法、労使協議への付議事項、労使協議の開催および進行手続き、諸費用の負
担などは、労働協約、就業規則、労使慣行等による定め方で決定されるのみであり、法的
規制を基本的前提としていない。 
そのような日本の状況とは対照的に、ドイツにおいては、企業および各事業所における
労使協議制が「経営組織法」により法制化され、さらに企業の最高意思決定機関である監
査役会における共同決定や労務取締役の設定による労働者重役制の実現を、「新共同決定
法」により法制化している。 
 
 
５ 運用上の特質 
 
運用上の特質： 機能的にみて、本来異質である団体交渉と労使協議制
が相互に密接に関連し合っている。 
 
団体交渉は一般的には労働諸条件をめぐる労使の利害対立を前提としながら、交渉の経
緯によっては労働争議を伴う制度であるのに対して、労使協議制は労使の利害が一致する
問題を扱い、労使の合意に基づくとされる。換言すれば、団体交渉はパイの分配をめぐる
労使の交渉であるのに対して、労使協議制はパイの増大をめぐる話し合いであると一般に
理解されている。 
しかしながら、実際には労使協議制と団体交渉とは明確に区分され運営されているとは
言えない。団体交渉と労使協議制との関係において、連結型や混合型を示す企業が 1991
年の調査結果によってもおよそ 5 割を占め、団体交渉と労使協議制とが、不可分に密接に
有機的に関係していることがわかる。そして、その場合に、労使協議制が労使交渉の前提
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にあることがさらに重要な側面となっていることが言える。 
わが国において、団体交渉と労使協議制を区別する事は難しく、組合機能の発揮という
点からみても区別する意味は存在しない。すなわち、わが国において、個々の労働者につ
いて、具体的に労働条件を決定するのは、企業・事業所の諸規則の中、人事・労働条件に
関するものの制定、運用による。また、これらの企業・事業所内の諸規則、諸決定を作成
し改廃する手続きは、団体交渉または労働側が種々な程度の発言権を持つ労使協議である
が、これらの内、どれが団体交渉手続きに馴染み、またどれが労使交渉手続きに馴染むか
を決定するのは、実際問題として難しいとされている。団体交渉や労使協議は、いずれも
企業・事業所内の諸規則を労使の話合いで制定・改廃する手続きであり、日本の労働組合
の構造上の特徴をいわゆる企業別組合として理解すると、話合いの当事者は、企業側と企
業別組合であり、団体交渉であれ、労使協議であれ、同一である。従って、団体交渉と労
使協議の違いは実質的であるよりは形式的であると言える。 
わが国において、団体交渉に関して、一般的に次のように考えられている。すなわち、
労働協約には団体交渉に出席する交渉委員の資格や人数、説明員、書記などの基本的な事
のみ決定されており、実際の交渉は労使のどちらかから必要に応じて、提案事項を付して
行う。詳細は、その都度事前折衝によって決定される。この意味では、常設的なものでは
なく、臨時的交渉システムであると言える。 
それに対して、労使協議は労働協約等によって確立された機関で行われ、労使双方の出
席者の人数・資格、事務局、開催頻度、時期、運営手続き、付議事項など予め定めて行う
ものであり、常設的な話合い機関と言える。労使の合意が得られない場合でも、これを団
体交渉に移し、この過程を経過しなければ争議行為に訴える事はできない。 
以上のように、企業・事業所の諸規則の判定・改廃について、これを団体交渉で行うか
労使協議で行うかは、形式的には常設的話合い機関で行うことを優先するか、始めから臨
時的労使話合い機関で行うかをいう事に帰着し、そのいずれでも行い得るというのが現実
である。その意味で、労使協議と団体交渉との形式的区分は、あまり意味をなさないと考
えられる。どちらを選択するかは、それぞれ企業・事業所の労使関係の歴史的背景や伝統
にも依存する。 
日常的な営業、生産活動についての決定およびそれに伴う要員、人員配置、職務内容、
賃金、その他の労働条件の変更などの諸事項は、経営・生産問題とセットで現れ、日常的
に高い頻度で発生する。従って、遅滞なく問題が解決されないと事業諸活動そのものが、
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阻害され、労使双方にとってメリットとはならない。従って、これらの事項に関しては、
常設的労使協議機関で扱ったほうがはるかに処理が容易であり能率的であると言えよう。 
この点に関するドイツの状況を考察すると、企業外における労働市場において価値配分
をめぐる利害対立的な労使関係は、労働組合と使用者団体との間の団体交渉にゆだねられ
る。また、企業内労使関係における一方の当事者は、企業ないし事業所の経営者であり、
他方の当事者は、労働組合ではなく事業所従業員会である。企業内レベルにおいては、上
記の両当事者で労使協議がもたれるのである。 
このように、企業外レベルでの労使の利害対立的な団体交渉関係と、利害や目標を共通
にする労働共同体として、企業内レベルでの経営者と事業所従業員会との平和義務に基づ
く労使協議制とが明確に区分され、全体としての労使関係が成立している。 
 
 
６ 課題 
 
既に考察したように、労使協議制の普及は明らかな事実となっており、労使関係の中に
おいても中枢的な制度にまで発展してきているが、いずれの国においても、それぞれの国
の歴史的な変遷における差、または風土的な差異も存在し、労使協議制が理想的に成熟し
ているとはまだ残念ながら言えず、課題となる点も残していると考えられる。 
① 団体交渉的態度と経営参加的態度の認識 
労使協議制が団体交渉の予備的な存在に利用されることが多いという点は明白であるが、 
意思疎通を予め十分に労使間で行い、無用の衝突を避けるという意味で決して避けるべ
きではない。しかし、その間の調整をあやまる危険性がある。 
労使協議制と団体交渉の密接な関係は日本における特質でもある。労使協議制と団体交
渉との区別をどのようにつけるかの問題は、一般論としてはなかなか難しい。労使双方が
労使協議制に対して未経験であればあるほど、労働条件等の本来の団体交渉事項が労使協
議の中へ持ち込まれ処遇される傾向が強くなるが、それによって労使双方に対立的な感情
や不信感が増長されるのであれば、労使協議本来の共通の利害や目標を見出す場である労
使協議制が成立できない状況が生まれることになる。従って、団体交渉的態度と労使協議
に対応する経営参加的態度とを区別するという重要な課題が生まれる。さらに、団体交渉
－苦情処理というチャンネルと労使協議制というチャンネルとの本質、目標を労使が認め
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合い、その設置目的を正確に定めることが課題となる。 
② 労使協議制の利用範囲の問題 
わが国に労使協議制の分布に関しては、大企業に多く、中小企業に少ないと言える。従
業員 5,000人以上の規模で、72.4%に比べ、79人以下では 49.0%である。産業別にみれば、
電気・ガス・熱供給・水道業（91.0%）や運輸・通信業（65.0%）では高く、サービス業（38.3%）
建設業（43.0%）卸売・小売・飲食店（49.0%）で低くなっている。 
中小企業においては、労使協議制の取り上げられていない企業も多く、また未組織分野
に労使協議制を拡大する必要性が残っている。中小企業においては、労働組合を組織する
代りに、親睦会などの形で労働条件や経営計画等の話合いの場を設けていない場合が多い。
このようなインフォーマルな従業員組織についても組織論的な位置付けをどのように与え
ているかが重要な課題となるであろう。 
③ 労働者の真の意思決定問題への参加 
労使協議制が経営参加の真の課題を果たすためには、経営方針、経営計画や生産計画な
どの経営問題等の真の意思決定問題へ従業員が参加しなくてはならない。そのために、労
使協議制により忍耐強く、時間をかけ、従業員の利益に直接的に関係する問題だけでなく、
経営問題を労働者代表の関心事としていくことが重要となる。また、経営者側が労働者側
に対して、明確な経営方針を労使協議機関に明示する必要がある。同時に、定時された問
題に対して、労働組合側委員が意見や提案を見出せるように、経営問題に対する特別教育
を労働組合が準備される必要がある。 
④ 労使協議制の法的規制 
既述のように、日本における労使協議制が原則的に法的規制に基づかない点が特徴であ
ることを指摘した。現行法制下では、労働組合が企業内に組織されている場合、労働者の
地位向上を目的とした場合、使用者と企業別労働組合が団体交渉の結果、労働協約を締結
する仕組みや、交渉が不調に終わった場合に争議行為に持ち込む事が保証されているとい
う仕組みや、使用者側による不当労働行為があった場合に、労働委員会に救済を申し立て
ることができるという仕組みが存在している。このような制度に加えて、多くの企業にお
いて労使協議制が労働者の地位向上、労働条件の改善さらに労使関係の安定を図る上で重
要な役割を果たしている。 
しかしながら、労使協議全体を規制する法律は存在していない。労働組合が存在する場
合においても、高齢化や経済の低成長の中で、将来に向けて労使関係の安定が磐石とは言
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い切れない。とりわけ、労働組合の存在していない場合においては、労働協約の締結に伴
う平和義務も存在せず、また労使関係調整法に基づく斡旋、調停および仲裁についても労
働組合のような労働者組織が存在しなければ、うまく機能するとは必ずしも言えない。 
⑤ 従業員の参加意識の高揚 
労使協議制の存在する企業においては、毎月 1回あるいは四半期に 1度程度、公式的に
労使協議が実施されているが、一般従業員の関心が薄い場合も多い。しかしながら、労使
協議がより有効に効果を発揮するためには、当然ながら、一般従業員が参加意識を強く持
っていること、さらに労使協議の結果が経営者の意思決定に影響を与えるものでなければ
ならない。 
一般従業員の労使協議への意識を高めるためにも、経営協議会等の労使協議機関が、経
営トップの代表と労働組合の代表のみによって構成される体制で実施されるのではなく、
従業員代表が選出され、加えられる必要がある。また、労使協議機関が単なる諮問機関に
過ぎないということで、全社的な経営方針や経営計画について、単なる説明・報告のみで
はなく、全会一致の原則を採用していくことも検討されるべきである。 
⑥ 企業外レベルにおける労使協議 
周知のように、わが国における労使関係システムの中核をなすものは、企業内の長期雇
用政策に基づく企業別労使関係である。賃金を代表とする労働条件の決定には団体交渉が
利用される事が多いが、企業・事業所・職場の様々なレベルにおいて、企業経営全般およ
び従業員の福利厚生等の広範な事項に対して、フォーマル・インフォーマルのいずれの形
態をとるにせよ、労使協議が実施される場合が極めて多い事は既に明示した通りである。 
労使協議を通じて経営者側と労働組合側間で、企業経営全般の方針や状況、企業戦略、
種々の問題点等の情報共有や意見交換がなされる。さらに、労働条件や福利厚生面につい
ても交渉がなされる場合が多い。その点からすれば、団体交渉と労使協議の区別は不明確
であるのが日本における現状であり、労使の対立の色彩は薄れているし、争議件数も極め
て少ない。 
現状における環境の変化は激しく、企業はその変化に迅速に適応するためにも、また技
術革新、経営の多角化、海外進出、リストラクチャリングなどの変革を適格に実行に移す
ためにも労使が協調し、取り組んでいく必要がある。この点からみても、企業別労使関係
の重要性が、将来にわたって薄れていく事は考えにくい。それどころか、維持あるいは強
化されると見たほうが良いのではないかと考えられる。しかしながら、協調的な企業別労
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使関係の維持・発展の必要性が認められながら、企業別労使関係の発展への取り組みが大
きな課題となるであろう。 
現在、企業の枠を超えた産業別労使会議が設置され運営されているが、主として情報の
情報の共有を中心とした限定的な範囲での役割を果たしているのみである。さらに、産業
全体、国全体レベルにおいても、産業労働懇話会（産労懇）という政府、労働組合、経営
者の協議のための機構も設置されている。企業別の労使協議との接点を考えながらも、産
業レベル・国レベルでの労使協議の体制づくりの今まで以上の取り組みが重要課題となる。 
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